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20H年度の国民所得額は平成23年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度(平成23年 1月 24日閣議決定)

(注)日中の数値は、195Cl,1960,1970,1980,1990,2000及 び2CX18並 びに20H年度(予算ベース)の社会保障給付費(兆円)である。



第 1表 社会保障給付費の部門別推移

(注)四捨五入の関係で総数が一致しない場合がある。
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社会保障財源の全体像 (イメージ)

事業主拠出金
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保険料、国庫、地方負担の額は平成22年予算ベース

保険料は事業主拠出金を含む。 ※3雇用保険 (失業給付)については、当分の間、国庫負担額(1/4)の 55%に相当する額を負担。
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社会保障の給付と負担の現状(2011年度予算ベース)

【給付】 社会保障給付費

各制度における

保険料負担

国(一般会計)社会保障関係費等
※2011年度予算

都道府県
市町村

(一般財源)

社会保障給付の財源としてはこの他に資産収入などがある。



社会保障財源の項目別推移

0社会保障の主な財源である保険料、公費負担の額は毎年いずれも増加している。例年、社会保険料の
財源は、資産収入等を除けば、約60%が保険料、約40%が公費となつている。

(兆円)

公費

負担

〆〆〆ご〆〆♂〆〆〆♂ゴ〆♂〆〆♂〆〆〆♂J♂♂♂♂♂♂♂
資産収入等 :利子、配当金、施設利用料、賃貸料、財産処分益、償還差益、受取遅延金、損害賠償金、手数料、繰入金、繰越金、雑収入等。
公費負担 :国庫負担と地方負担の合計。地方負担は地方自治体の負担を示す。但し、地方自治体の負担とは国の制度に基づいて地方自治体が負担しているもので
あり、地方自治体が独自に行つている事業に対する負担は含まない。
保険料等 :被保険者拠出と事業主拠出の合計。
出典  :日立社会保障・人口問題研究所「社会保障給付費 (平成20年度)Jを基に作成。



【労働市場】

正規労働者 非正規労働者

セーフティーネットの拡充強化

離職
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:【就労促進】
・雇用保険の適用範囲を拡大 (平成22年 4月 1日から実施済み )

:【医療・介護等】
黒険の適用を拡大

:財政運営の都道府県単位化
導入し、低所得者の負担軽減
己直しによる負担軽減 等

【年金】
・短時間労働者に対する厚生年金の適用を拡大
・受給資格期間の短縮・低所得者への加算など最低保障機能の強化
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21年1911日早度開坤

雇用保険を受給できない方が、職業訓練と訓練期間中の生活支援を受けら
れる制度

【ヽ総合支援資金貸付制度】
|l 失業等により日常生活全般に困難を抱えている方に対して、求職活動中の生
|:活費等の貸付を受けられる予算事業

:(23年度よリセーフティネット支援対策等事業費補助金のメニュー化)
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社会保障国民会議シミュレーションとの違いについて

今回の社会保障改革案における費用試算では 社会保障国民会議の医療・介護シミュレーションを考え方等の基礎とし
つつ、精神科医療の機能強化、介護職員の処遇改善などの要素を織り込んで推計を行つた。

医療

介護

長期療養 (慢

性期)

精神科医療

その他

介護職員の
処遇改善

介護予防等

居住・在宅系
サービス

・医療区分1は介護ニーズ、医療区分2・ 3は医療ニーズと仮定
・機能強化(コメディカル中心に人員体制1割増)とともに、平均在院

日数短縮 (1割程度:150日程度→135日 程度)を仮定

・機能強化(コメディカル中心に人員体制3割増)とともに、平均在院
日数短縮(1割程度:300日程度→270日 程度)を仮定

。アウトリーチ支援等の推進と、それに伴う2割程度の入院減少を
仮定

在院日数短縮による急性期入院ニーズの減少分の半分程度は自
宅等に復帰し、在宅医療・外来ニーズに移行すると仮定

ニーズに応じた病床数の見込みに際し、地域の実情に応じて幅広
い入院ニーズ対応を担う類型(「地域一般病床」と仮称)を設けた場
合も算出

介餞職員賃金の月4万円増(平成21年度からの積算)となるよう引
き上げを仮定

介護予防等の要介護となるリスクを軽減する取組などにより、要介
護者が3%程度減少することを仮定

サービス付き高齢者住宅の整備等を考慮して、在宅サービスの拡
充に比重を置いて仮定

・医療区分1全てと、医療区分2の3割は、
介護二Tズと仮定
・機能強化等は仮定せず

特段の仮定を織り込まず

在院日数短縮による急性期入院ニーズ
の減少分の大部分が亜急性期等の入院
ニーズに移行すると仮定

ニーズに応じた病床数の見込みに際して
は、ニーズ区分ごとの見込数のみを算出

特段の仮定を織り込まず

オプション推計として、仮に介護予防等で

要介護者が3%減少した場合の影響を推
計

65歳以上人口の5%程度の整備を仮定し、
特定施設 (有料老人ホーム等)の大幅増
を仮定



障害保健福祉給付費と障害福祉サービス予算について(平成23年度 )

障害福祉サービスに
係る費用

計
6′787億円

1.1兆 Fヨ

障害保健福祉

給付費

障害福祉サービス費(障害者自立支援法)   6′ 342億円
※介護給付・訓練等給付・サービス利用計画作成費

地域生活支援事業(障害者自立支援法)    445億 円

自立支援医療費 (障害者自立支援法)

障害児関係給付費 (児童福祉法)

障害者関係手当(特別児童扶養手当等)

1′991億円

712億円

1′394億円



消費税の導入口引上げ時の税収と主な経済指標
平成23年6月 9日 財務省・内閣府

【参考:主な経済指標】

GDP 387.7 415.9 107 3% 451.7 116.5%

雇用者報酬 198.5 213.3 107.5% 231.3 116.5χ

経常利益 35.9 38.9 108.4% 38.1 106.1%

税引前
当期純利益

35.8 38.9 108,7%
０
０

り
０ 106.4%

輸出 38.6 43.6 113.0% 46.1 119.4%

民間最終
消費支出

206.8 220.6 106.7% 238.5 115.3%

民間企業設備 71.8 80.7 112.4% 92.1 128.3%

509.1 513.6 100.9% 503.3 98.9%

274.3 279.7 102.0% 274.1 99.9%

27.8 27.8 100.0% 21.2 76.3%

241 22.7 94.2% ‖。9 49.4%

ｒ

ｕ 56.4 110 4% 53.5 104.7%

232.2 283.2 100.4% 283.0 100.3%

76.2 78.8 103.4% 71.1 93.3%

(備考)その他の主な税制改正 (改正増減収 (平年度ベース))         (備 考)その他の主な税制改正 (改正増減収 (平年度ベース))

・株式譲渡益の原則課税化等 +1.0兆円 (89年 ～)              ・96年分所得税の特別減税 ▲1.4兆円 (96年度 )

・法人税率の引下げ ▲1.5兆円(89年度・90年度～)             ・98年分所得税の特別減税 ▲2.8兆円
。物品税等の廃止 ▲2.3兆円(89年度～)                             (97年 度▲1.0兆円、98年度▲1.8兆円)

(参考)所得税の減税▲3.9兆円(87年・38年～)               ,法 人税率の引下げ等 ▲0.3兆円(98年度～)

〈注1)税収は、決算値。所得税の上段は所得税収のうち主たる分離課税分(利子、配当、株式等の膿波所得、土地等の譲渡所得)であり、下段はそれ以外の税収である。
なお、改正増減収は税制改正時の見込額。

(注 2)主な経済指標は、内閣府「国民経済計算」及び財務省「法人企業統計調査」に基づく名目晏である。

【H元年消費税導入時】

単位 (兆円)

1988年度
iS6鋤

1989年度
(H元 ) 対1988年度比

1990年度
‖2) 対1988年度比

所得税
5.1

12.9

６

８

７

３

149,0%

:07.0%

10.7

15.3

209,8%

118.6%

法人税 18.4 19.0 103.3% 18.4 100.0%

消費税
●
●

●
０

●
０

“
”

般会計税収 50.8 54.9
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【H9年消費税率引上げ時】
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(参考 1)

消費税導入時(1989年 )の経済状況について

消費税導入時の経済状況

■ 平成元年度の日本経済は、物価が落ち着いた動きを続ける
なかで、設備投資、個人消費に牽引された自律的な性格の強い

内需主導の拡大を続けた。とりわけ、設備投資の伸びは著しく、
研究開発関連投資などの独立投資、生産能力増強投資、更新
投資に加えて、省力化投資も盛り上がりをみせた。

■ また、個人消費は、4月 前後に不規則な動きがみられたもの
の、堅調な増加が続いた。これは、消費税の導入や物品税の廃
止等に伴い一部に買い急ぎや買い控えとその反動がみられた
ものの、消費者物価が安定的に推移する一方、可処分所得が
着実に増加したことによる。

「平成2年度年次経済報告(平成2年8月 7日 経済企画庁)」より

四半期GDPの動き
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(参考2)

消費税率引上げ時(1997年 )の経済状況について

消費税率引上げ時の経済状況 四半期GDPの動き

言窯緊 愕 軍 出 蹟 槻 眺 蓋髯辣 看 w
金融システムヘの信認低下やアジア経済・通貨危機等が影響  25
する中、家計や企業の心理の悪化、金融機関の貸出態度の慎  20
重4L4群

季聰 茸充患魚轟宴錬 維 ;月 田 締 企画向はり "

■ 消費税が3%から5%に引き上げられた1997年の景気動  .5
向については、アジア通貨危機(7月 )、 金融システムの不安定  。。
化(11月 )という大きなショックに日本経済が見舞われたため、
消費増税そのものの影響だけを析出するのは容易ではない。 ▲°5

さらに消費増税は、消費の「駆込み需要」とその後の「反動減」 “
°

を生み出すため、マクロの所得効果を見るためにはこうした消 。・5

費の変動をも取り除かなければならない。こうしたことから97 ▲2●

年の消費税率引上げについては未だに見解が分かれる。消費 ▲.5

躍l懺競鋼顎早嘉 彗脳認鶴言“。
用いた最近の研究によれば、マイナスの所得効果は0.3兆円、
対GDP比0.06%と推計されている。推計結果に幅を持たせると
しても、消費税増税は1997～98年の景気後退の「主因Jであつ

たとは考えられない。

「社会保障・税一体改革の綸点に関する研究報告書 (平成23年5月 30日 内閣府 )」より

景気

“
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